メーデーメッセージ
　メーデーにお集まりの皆さん、お勤め帰りの市民の皆さん、私達は滋賀県労連などでつくる県民メーデー実行委員会です。コロナウイルスの感染拡大で皆さん不安を抱えておられることと思います。ペットの犬を抱いてくつろぐ姿をツイッターに投稿して外出自粛を呼びかける吞気な人もいますが、今まさにこの時にも感染の不安とたたかいながら医師看護師の皆さんが奮闘されています。まず最初に深く感謝申し上げます。
　先日実施した「なんでも電話相談」では「レストランをもう閉めざるを得ない、店の回転資金どころか生活資金もない」という人や「会社に休んでくれと言われたけど給料が補償されそうにない」という人など、一日中電話は途切れることがありませんでした。皆さんの会社は３密を避けられていますか？　休業要請で賃金も保障されていますか?  勝手な解雇をされていませんか？ どの会社がブラック企業なのか、コロナ騒動で浮き彫りになってきました。皆さん、困った時は労働組合に相談しましょう。
　きょうは日本で100歳になる記念すべきメーデーです。集まることは危険なため集会はしていませんが、こんな時こそ、日頃から労働者や業者や生活困難な人などの相談相手になっている者達が、街頭に立って発信していくことが、県民の皆さんのお役に立てることではないか、そういう目的で私達は、県下いくつかの駅頭で訴えをしております。
　全世界、ほぼ同時期に同様の災害が起こると、どの国もよく似た政策を発表します。どの国がどの時点でどういう対策をしているか、それを見ると、どの国の政府が国民の立場に立っているかよくわかります。
　皆さん、日本もやっと１０万円給付が決まりましたが、日本はなんて遅いのでしょう。２割の世帯だけにしか給付されない１世帯30万円にこだわった安倍政権が一ヶ月近くもかかって、国民と野党の一致した声に押し切られる格好でやっと一人１０万円が決まったのです。
　大打撃を受けている中小業者などに「雇用調整助成金」が給付されますが、申請は難しいは、給付は一ヶ月もかかるは、これでは国民の困難に寄り添えません。業者からは､このままでは給料が払えず店が潰れる、早く支給してくれ、と悲痛な叫びが聞こえます。持続化給付金に至っては、やっと大型連休明けに申請と給付が始まります。
　イギリスは３月23日に都市封鎖しましたが、同じような給付金を申請すると平日６日後に受け取れるようです。ドイツはなんと３日後です。しかもフリーランスにも適用されます。子どもの面倒を見るために仕事ができない保護者に対しても最大２４万円。しかもこれ１回きりではなく、24万円は月ごとの額です。日本は４月３０日決定ですが、どの主要国の補償も３月だったんです。日本はなぜこんなに遅いのか、それは「自粛要請と補償は一体にしてほしい」という国民の声に安倍政権が耳を貸さず、「個別の損失を直接補償することは現実的ではない」と拒否し続けてきたからです。安倍首相はコロナ問題を「国難とも言える」と言ってますが、首相の座に居続けるあなたが国難なのではないですか。本当に困っている人たちの立場に立って政治をしているとはとても思えません。
　皆さん、日本はＰＣＲ検査の数が極端に少ないですね。日本は検査数１３万件、韓国は60万件、人口の１％、これは日本のおよそ１０倍です。韓国はドライブスルー検査、ウォークスルー検査。日本では当初、結果に数日かかると言われましたが、韓国の検査は２、３分で終わり数時間で結果が出ます。韓国は今、新規感染者が１日10人まで。感染拡大を抑えました。ドイツの検査数は累計２００万件。アラブ首長国連邦はすでに100万件実施。970万人全住民の検査をしようとしています。
　政府は検査をして陽性が増えると入院ベッドが足りなくなると言って検査を抑制してきました。しかし抑制したら感染者が外出し感染拡大が起きる、病院に行き院内感染が起こり医師看護師にも感染し医療崩壊が起きる、そんなことは素人でもわかることです。医師看護師が感染の不安を抱えているのもわかります。昨日４月３０日、「東京で抗体検査をしたら５．９％が陽性だった、確実に蔓延している」という報道がありました。検査した医師は「原因不明の死者が増えていることからも、ＰＣＲ検査を拡大して、早期に治療を開始すべき」と話しています。しかしこの期に及んでも検査機関は、検査器具も人も足りないと言っています。日本は何という医療後進国でしょう。
  さらに驚くのはＩＣＵです。人口10万人あたりドイツ30，イタリア12、日本はイタリアの半分以下のたったの５。この報道で日本の医療がいかに貧困かが露呈しました。さらに医者の人数は日本は人口1000人あたり２．４人。日本は世界で61番目。レバノン、モンテネグロの下です。日本で過労死ライン以上の労働時間で働く医者が多いのも納得できます。人口1000人当たりの医師数をOECD加盟国平均なみに引き上げるには、現在の医師数約３０万人を、実数では１３万人も増加させる必要があります。なぜそんなに少ないか、それは自民党政権がこの３８年間、医者の数が多いと医療費が増え国の財政が厳しくなるからと抑制してきたからです。安倍政権はこの政策を引き継ぎ、医療費を抑制するためにベッド数を５万５千床削減しようとしています。安倍政権はそれに向けて昨年、再編統合したい４百数十の公立病院を名指ししました。滋賀県も５つありました。反対の声が各地から上がっていたところに新型コロナが発生、医療提供体制の逼迫が懸念されるため方針の撤回を求めたところ、安倍首相も厚生労働大臣もあっさり拒否しました。いま肝心の感染症用のベッドは、もっとも採算がとれないベッドのため、２５年前に９９７４、現在は１８８２、なんと５分の１以下になりました。
　日本の医療が貧困なのは、知識や技術が足りないからではありません。政治が貧弱な医療体制にするよう政策的に進めてきたからに他なりません。問題は政治の貧困です。
　皆さん、昨日コロナ関連の２５兆円の補正予算が通りました。よその国と比べると決して多くはありません。一昨日(4/29)FREEという学生団体が発表した調査結果によると親の収入源などで大学生の２割が退学を検討しているとのこと。ところが補正予算で学生への授業料減免は、学生１６００人に対し１人です。これが日本の未来を担う学生への緊急対策と言えますか。想像すれば涙があふれます。
　確かに想像を絶する財源を要します。そこで隣の韓国は、財源の一つとして軍事費を８５０億円削減しました。安倍さん、あなたが不要不急の外出は……と言うなら、どうかアメリカ製兵器の爆買いをやめてコロナ対策に回して下さい。Ｆ35スティルス戦闘機１機だけでも100億円以上なので一番効果的です。三日月滋賀県知事、国体整備費によその県の倍ほどの５百数十億円もかけないで、この際バッサリ削ってコロナ対策に振り向けて下さい。
　緊急事態宣言は今月いっぱい延長される方向ですが、国民が一丸となってコロナ対策をしている時に安倍政権は、憲法を改正して緊急事態条項を創設する議論を進めると発言しています。さらに検察庁の幹部の人事を首相官邸が握る検察庁法改定を進めています。時には政権の腐敗にメスを入れる役割を果たす検察を、行政権を持つ内閣が握れば、三権分立が壊れてしまいますから、明らかに違憲の法案です。また年金の実質削減の仕組みを残したまま国民に自助努力を求める年金制度改定案が国会で審議されています。この３つの課題とも緊急性は全くありません。国民の目がみんなコロナに行ってるその隙に、どさくさ紛れに押し通そうという安倍政権の暴走を絶対に許すわけには行きません。
　県民の皆さん、コロナに負けないで頑張りましょう。でも困った時は私たちに相談して下さい。生活困難や賃金不払い、不当な解雇など、困った時には私たちとともにたたかいましょう。働く者の団結で生活と権利を守りましょう！
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